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はじめに

2022 年 2 月 23 日のロシアのウクラナ侵攻の

少し前に，筆者が所属する笹川平和財団のプロ

ジェクトが行ったオンラインでのロシア人研究

者との対話に参加する機会があった。日本側の

参加者が，もしロシアがウクライナに全面侵攻

してしまうと，結果的に中国がロシアから距離

を置き，アメリカが中国と接近してしまうとい

う恐れはないのか，とロシア側に質問した。つ

まりニクソン大統領とキッシンジャー国家安全

保障担当大統領補佐官が 1972 年に行った米中

接近によるソ連への対抗戦略が繰り返されるリ

スクはないのかという質問だった。

その席で，ロシア人の専門家，それもプーチ

ンに近いシンクタンクに在籍している人物が，

米中対立は不可逆的なものであり，ロシアの対

抗のために米中が接近することは絶対に考えら

れないと回答した。少なくともプーチン大統領

は，米中対立の構造が不可逆なものと考えてお

り，米中接近のリスクはロシアのウクライナ侵

攻においては考慮されなかったことが想像でき

る。実際，侵攻後の 2022 年 5 月に行われたダ

ボス会議では，キッシンジャー本人が，中ロ関

係について発言し，「ロシアが中国との恒久的
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ロシアのウクライナ侵攻が

アメリカの対中戦略に

どう影響したか？

ロシアの侵攻を受け，ウクライナへのアメリカの軍事支援は，中国を睨んだアメリカの長期的な世界秩序維

持のための戦略として価値のあるものとなった。アメリカは，自国の軍隊を直接派遣することなしに，西側か

らの軍事援助と経済援助および経済制裁という手段で，ロシアのウクライナ侵略を失敗に終わらせ，既存の国

際秩序への挑戦には大きなコストを伴うことを，世界の指導者に示そうとしている。一方で 2022 年 10 月

の共産党大会において中国の習近平国家主席は「祖国の完全統一は必ず実現しなければならず，必ず実現でき

る」とし，台湾との平和的な統一に「決して武力の使用を放棄することはしない」と述べ，台湾の統一を妥協

できない目標に定めた。アメリカは国家安全保障戦略において中国を「アメリカ主導の国際秩序を作り替えよ

うとする『唯一の競争相手』」と位置づけ「最も重大な地政学的な挑戦」として，欧州を巻き込み対抗しよう

としており，台湾をめぐり米中は衝突コースを歩んでいる。本稿はロシアのウクライナ侵攻が米中の対抗・競

争関係にどのように影響するかを検討する。



な同盟関係に追い込まれないようにすることが

重要だ」として，ウクライナとロシアの和平交

渉を急ぐべきだと発言している1)。

ウクライナでのロシアの軍事作戦が難航して

いる現時点で見ると，ロシアの長期的な国家戦

略において，ウクライナ侵攻が戦略的に賢い選

択ではなかったことは明らかだ。プーチン大統

領がウクライナ侵攻前に想定していたのは，電

撃的なキーウ攻撃でウクライナのゼレンスキー

政権を崩壊させ，代わりに親ロシア派政権をつ

くるということだったはずだ。しかしロシアの

軍事侵攻は，ウクライナ人のナショナリズムを

高めて団結させ，西側からの軍事支援とロシア

への経済制裁を呼び込んでしまった。これによ

り，ロシアの中国経済への依存は避けられない

状況となり，ロシア人のプライドとは相いれな

い中国のジュニアパートナー化が避けられない

状況ともなっている。

なにより，アメリカにとってのウクライナへ

の軍事支援を，中国を睨んだアメリカの長期的

な世界秩序維持のための戦略的布石として，価

値のあるものに高めてしまったことが，ロシア

にとっては大きな誤算といえる。アメリカは，

自国の軍隊を直接派遣することなしに，西側か

らの軍事援助と経済援助および経済制裁という

手段で，ロシアのウクライナ侵略を失敗に終わ

らせ，既存の国際秩序への挑戦には大きなコス

トを伴うことを，世界の指導者に見せようとし

ている。

このモデルは中国の長期戦略とは大きく対立

する。2022 年 10 月の共産党大会の政治報告に

おいて，翌年に異例の三期目を迎える習近平国

家主席は，台湾との平和的な統一に向けて最大

限の努力をするとしつつ，「決して武力の使用

を放棄することはしない」と述べ，外国勢力や

台湾独立を目指す者たちに対し，「必要なすべ

ての対応をとるオプションを留保する」と述べ

て，「祖国の完全統一は必ず実現しなければな

らず，必ず実現できる」として，きわめて重要

な目標に位置付けた2)。

アメリカの対中姿勢は，トランプ政権からバ

イデン政権にかけて，オバマ政権までの協調的

な関与政策から対抗・競争政策にパラダイムが

変わったと考えられる3)。そこに，ロシアのウ

クライナ侵攻という新しい現実が，米中の対抗

関係に新たな戦略的要素を加えた。もしロシア

のウクライナ侵攻がプーチン大統領の戦略的失

敗に終わるとすれば，中国の台湾への「軍事的

冒険主義」を抑止するという目的を，現在のウ

クライナ支援に与えることになる。一方で中国

は，台湾の統一を習近平体制維持のための正統

性獲得の最重要手段と位置付けており，今後，

習近平が台湾への武力行使を行う可能性は十分

にある4)。

本稿はロシアのウクライナ侵攻が米中関係に

どう影響したかを検討する。

Ⅰ バイデン政権の対中姿勢の三つの柱

バイデン政権の対中政策には三つの柱がある

と考えられる。第一に，安全保障と経済で将来

にわたってアメリカの優位性を維持すること

だ。そのために，同盟国とパートナー国との関

係強化の重視を掲げている。アメリカは，中国

が既存の安全保障の秩序を力によって変更を加

えようとしている存在だと認識しており，同盟

国およびパートナー国とともに，中国の軍事的

な冒険主義を，自分たちの軍事力によって抑止

しようと考えている。また，インド太平洋地域

においては，これまでリベラル秩序と言われる

15世界経済評論 2023年1月2月号

ロシアのウクライナ侵攻がアメリカの対中戦略にどう影響したか？



ような，安定した経済活動が可能となるような

国際秩序が維持されてきたが，その秩序に賛同

する国家を増やし，アメリカと賛同国の経済を

成長させて，国際秩序とアメリカの優位性を維

持しようとしている。

二つ目は，バイデン政権に特有の「中間層の

ための外交政策」という指針だ。これは，トラ

ンプ前大統領を支持したグローバル経済の恩恵

から取り残されたと考える中間層を取り込まな

ければ，バイデン政権の再選は難しいと考え，

有権者の経済利益を優先する「政治的」なア

ジェンダだ。具体的には保護主義的な姿勢をと

り，アメリカの中間層の生活を守ることを優先

する。日本はバイデン政権が TPP（環太平洋

パートナーシップ協定）という自由貿易協定に

復帰すること期待しているが，実現は難しいと

いうことになる。実際，バイデン政権は，トラ

ンプ前政権が一方的に賦課した対中関税を見直

さずに継続している。

三つ目は人権と民主主義の重視だ。ヨーロッ

パの民主主義国や民主党の左派を，対中競争に

巻き込む上では効果的だからだ。バイデン政権

は，中国のウイグル自治区の人権問題に対し

て，非常に厳しい姿勢をとるようになり，2021

年 12 月にアメリカで民主主義サミットを主催

した。バイデン政権は，2021 年 12 月 23 日に，

新疆ウイグル自治区が関与する製品の輸入を原

則禁止する法案に署名した。ただし，欧州や民

主党左派を対中対抗・競争政策に巻き込むには

人権や民主主義は効果的な手段ではあるが，イ

ンド太平洋地域をはじめとする世界の非民主国

家の協力を得るためにはマイナス要素であると

同時に，なにより強権化する習近平体制とのイ

デオロギー対立による関係悪化を促進させるリ

スクが大きい。

Ⅱ バイデン政権の対中戦略の

基本的な考え方

バイデン政権のジェイク・サリバン国家安全

保障担当補佐官とカート・キャンベル次席補佐

官兼インド太平洋調整官は，バイデン政権の対

中戦略の基本的な考え方を，政権入り前に書か

れた共同論文で示している。彼らは，これまで

のアメリカの対中関与政策（エンゲージメント）

は，中国を国際ルールの規範を守る方向に誘導

することに失敗したという認識を持ち，中国に

幻想を持たずに，現実的に対中対抗・競争政策

を遂行すべきと提言している。彼らは，アメリ

カの国力の相対的な低下を自覚し，中国を変え

るような力をアメリカ一国では持ちえないと考

え，同盟関係や国際機関のネットワークに，対

中戦略を落とし込むべきと考えている5)。

特に，バイデン政権はアメリカ一国の軍事力

では中国に対抗できないことを自覚し，インド

太平洋地域の同盟国とパートナー国との関係強

化による勢力均衡策を志向している。日本やイ

ンドとは，トランプ前政権も関係を強化してき

たが，東南アジア諸国や国際機関との関係づく

りという視点はトランプ政権では弱かった。

かたやバイデン政権は中国からの影響が強い

東南アジア諸国への関与の重要性を自覚してい

る。2022 年 5 月，訪日したバイデン大統領は，

岸田首相とインドのモディ首相とオーストラリ

アのアルバニージー首相と 4人で，クアッド首

脳会議を行った。その際に，同じメンバーが同

席して，インド太平洋経済枠組み（IPEF：

Indo-Pacific Economic Framework）の創設を

発表した。IPEFは中国の地域への経済影響力

に対抗するための枠組みではあるが，関税引き
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下げを目的にする自由貿易協定ではない。そも

そもアメリカでは，議会に通商交渉の権限があ

り，バイデン政権は議会から通商交渉権限

（TPA：Trade Promotion Authority）が与え

られておらず，議会が合意する見込みもないた

め，関税交渉はできない。しかも自由貿易政策

は労働者層を意識するバイデン政権の「中間層

のための外交政策」に反する。一方で，インド

太平洋の地域諸国，特に東南アジア諸国にアメ

リカの経済関与を見せないと中国に対抗できな

い。このような制約下で，自由貿易協定以外で

地域の経済協力の枠組みをつくろうというのが

IPEFの狙いということになる。

自由貿易協定である TPPに比べれば影響力

は小さいが，それでもやらないよりはまし，と

いう便宜的かつ戦略的な性格を帯びたものとい

える。IPEFには，中国と近いミャンマー，カ

ンボジア，ラオスの三か国を除く ASEAN（東

南アジア諸国連合）加盟国のほとんどの国が参

加している。しかし IPEF に参加したからと

言って ASEAN 諸国が，中国との関係を薄め

て，アメリカの陣営に付いたわけではない。彼

らからすれば，自分たちを対中対抗で味方にし

たいのであれば，アメリカは中国に対抗して経

済援助などの関与をすべきだと考えており，そ

の希望に応えようとしたものといえる。ただ

し，中国の南シナ海での拡張的な姿勢も懸念し

ており，中国が強権的に東南アジアを支配しよ

うとする動きに対しては，アメリカの関与を

使ってバランスを取ろうと考えている6)。

キャンベル，インド太平洋調整官は，NSC

中国上級部長のラッシュ・ドーシとの共同論文

で，インド太平洋諸国は「独立を維持するため

にアメリカの支援を求めているが，アジアの躍

動的な未来から北京を排除することは現実的で

も有益でもないことを理解しているし，米中と

いう二つの超大国のどちらかを選ぶことは強制

されたくはない」と考えているという現実的な

認識を持っている7)。

Ⅲ 欧州を巻き込むバイデン政権

バイデン政権は，アメリカの力の限界を十分

に自覚しており，アメリカが一方的にこの地域

で覇権国として経済も軍事も仕切るという力は

なく，そのような時代はもう終わったと考えて

いる。キャンベルとドーシは，中国がこの地域

を一方的に支配することに対抗しようとする国

家が存在していることに着目して，それらの力

を利用した勢力均衡策により，対中けん制をし

ようと考えている。その代表格が日本とインド

であり，東南アジアでも，中国の過度な影響力

行使を懸念する国家を味方につけたいと考えて

いる8)。

さらに，インド太平洋戦略に欧州を巻き込む

ことも，バイデン政権の重要な対中戦略の一要

素である。「遠く離れたヨーロッパの指導者は，

近隣に位置するインド太平洋諸国の指導者ほど

中国の強硬路線を警戒していない。したがっ

て，アメリカにとっての主な課題は，ヨーロッ

パとインド太平洋地域の対中アプローチに橋を

架け，そのギャップを埋めることだ」とキャン

ベルらは主張している9)。

キャンベルは，オバマ政権の東アジア太平洋

担当国務次官補として，ヒラリー・クリントン

国務長官の下で，「アジア・ピボット政策」と

呼ばれるアジア回帰政策を主導した。その際

に，アメリカがヨーロッパの軍事関与から引く

ことへの欧州の同盟国の不安が高まり，オバマ

政権全体での対中警戒感が弱かったことなどに
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より，この政策は挫折した。キャンベルは次官

補退任後，『ピボット（The Pivot）』という著

書を発刊し，自らの反省を踏まえ，「アメリカ

のピボットは，欧州からアジアへのピボットで

はなく，欧州とともにアジアにピボットするこ

とだ」と述べている10)。

実際，バイデン政権になってから欧州諸国は

インド太平洋への関与姿勢を示すようになっ

た。オースティン国防長官は，2021 年の 7 月

のシンガポールでの演説で，「イギリスの空母

『クイーン・エリザベス』に，米海軍の駆逐艦

と F35 戦闘機が参加する空母打撃群が，イン

ド太平洋地域を航行する目的は，地域に住むす

べての市民の紛争が平和裏に解決されるような

地域の秩序が達成されることである」とその意

義を説明している11)。空母クイーン・エリザ

ベスとは，海上自衛隊の「いずも型」ヘリコプ

ター搭載護衛艦が，沖縄近海で共同演習を行

い，アメリカがイギリスと欧州諸国を巻き込ん

でインド太平洋地域にアメリカの軍事関与がシ

フトするというイメージを作ることに貢献し

た。

アメリカの自由で開かれたインド太平洋構想

にイギリスが共鳴する理由はいくつかある。一

つはブレグジット（EU離脱）後の経済戦略だ。

イギリスからすればインド太平洋諸国への経済

関与は今後のビジネス相手としても必要だと考

えており，イギリスは TPPにも参加表明をし

ている。フランス，ドイツ，オランダなどの欧

州諸国も，かつては東南アジアや太平洋島嶼国

に植民地を持っていた縁もあり関心が高い。し

かも，中国も含めて世界の経済成長の中心と目

されており，軍事的なプレゼンスを維持するこ

とよりは，自分たちの政治および経済上の利益

により関与を指向していると考えられる。

欧州のインド太平洋への関与姿勢は，アメリ

カと地域の同盟国・パートナー国の力を補強す

ることとなる。2021 年 9 月，英国は，米豪と

ともに，AUKUSという軍事技術の協力枠組み

を立ち上げたが，10 年以上の時間をかけて，

英国が米豪と原子力潜水艦供与のための技術協

力に関与することは，英国のインド太平洋関与

への重要な布石となると考えられる12)。

Ⅳ ウクライナ侵攻後の台湾をめぐる

米中のせめぎ合い

米国防総省は，中国の台頭を念頭に，インド

太平洋の戦略見直しを進めてきたが，2021 年 3

月の議会証言で，フィリップ・デービッドソ

ン，インド太平洋艦隊司令官は，中国を「21

世紀の安全保障に対する最大の長期にわたる戦

略的脅威」と認識し，「インド太平洋地域の軍

事バランスは，アメリカと同盟国にとってより

好ましくない状況になっている」と証言した。

そして「中国が軍事的不均衡でつけあがり，一

方的に現状を変更しようとする危機が高まって

いる」「今後 6年のうちに，中国が台湾に侵攻

する意図が明らかになるだろう」とも発言し

た13)。

現実的に言えば，中国が純粋に武力だけによ

り台湾統一を行うには，台湾の地形と防衛体

制，そして中国軍の揚陸艦などの上陸能力を考

えると今のところすぐに行うことは難しい。し

かも習近平主席を取り囲む政治状況を考えれ

ば，失敗は許されないため，軍事侵攻のハード

ルはそれほど低くない。

ただし，人民解放軍は，台湾侵攻が可能にな

るための軍備を積み上げているため，デービッ

ドソン提督が証言するように，当時から 6年後
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の軍事バランスは予断を許さない。台湾海峡の

安定というのは，アメリカの安全保障戦略の中

で最重要の課題であり，アメリカの対中戦略の

中心課題ということになる。

そこにロシアのウクライナ侵攻が影響するよ

うになった。2021 年 12 月，ロシア軍がウクラ

イナ国境に軍事力を終結させ，ウクライナ侵攻

が懸念される状況下，バイデン大統領は，プー

チン大統領とのオンライン会談後，もしロシア

がウクライナを侵攻してもアメリカは軍を送ら

ないと発言した。これは明らかに軍事力のハー

ドルを下げた。

台湾に関しても，アメリカが軍事介入しない

と習近平主席が確信すれば，台湾への武力統一

のハードルが下がる。バイデン大統領は，ロシ

アのウクライナ侵攻後，再三，台湾海峡へのア

メリカの介入を示唆する発言を繰り返してい

る。NSC はその都度，アメリカの「一つの中

国」政策に変更はないとして火消しをしている

が，アメリカは中国に対して，台湾を軍事侵攻

した場合に，アメリカが介入する可能性がある

と考えさせて軍事力行使のハードルを上げるこ

とを狙っているのかもしれない。

バイデン大統領は，2022 年 5 月 23 日，東京

での日米首脳会談後の記者会見で，台湾の防衛

が必要な状況でアメリカは軍を派遣するのかと

いう質問に「イエス」と答えた。その質問は，

「あなたは明らかな理由から，ウクライナが侵

攻された際には米軍を送るとは言わなかった。

では台湾が侵攻されたときはどうしますか」と

いう内容だった。バイデン大統領の頭には，ロ

シアのウクライナ侵攻の教訓から，軍事関与の

可能性を否定せずに中国に明確なシグナルを送

る必要があると考えて，イエスと言ったのでは

ないだろうか14)。

そもそも，ウクライナと台湾ではアメリカの

本土防衛の意味がまったく違う。ウクライナ

は，アメリカから地理的に圧倒的に遠い。一

方，中国が台湾をコントロールできるようにな

れば，台湾の先には太平洋が，そしてハワイや

グアムのようなアメリカの領土がある上に，カ

リフォルニア州などのアメリカ本土の西海岸へ

のアクセスも容易になる。

中国人民解放軍の立場からみれば，台湾をコ

ントロールできれば太平洋で中国軍が自由に行

動できるようになる。中国はこれまで南シナ海

に，太平洋に出るための軍事基地を整備してき

た。台湾統一は内政上の目標だけでなく，アメ

リカを睨んだ軍事的な観点から，太平洋への軍

事的なアクセス確保という意味もある。

バイデン政権が，ロシアがウクライナに侵攻

した 2月 23 日から一カ月後の 3月 28日に議会

に伝達した国家防衛戦略でも，「中国はアメリ

カにとって最も重大な競争相手であり，国防総

省にとっての深刻化する難題」だと定義し，中

国への抑止力を維持・強化するために行動する

としてサイバーや宇宙などの多様な領域で高ま

る中国の脅威に対する米本土の防衛が強調さ

れ，ロシアよりも優先された。そして目標を達

成するために，自国の防衛能力向上だけでな

く，同盟国やパートナー国の戦闘能力の向上な

どに取り組むことが重要視された15)。

さらに，バイデン政権が 10 月 12 日に発表し

た「国家安全保障戦略」（NSS）においては，

ロシアを「今日の国際社会の平和と安定に対す

る差し迫った持続的な脅威だ」と位置づけた

が，「中国のような全般的な能力を備えていな

い」として，中国を「アメリカ主導の国際秩序

を作り替えようとする『唯一の競争相手』」と

位置づけ「最も重大な地政学的な挑戦だ」とし
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て，ロシアよりも上位に位置づけている16)。

Ⅴ ロシアのウクライナ侵攻への

アメリカの戦略

ロシアのウクライナ侵攻は，欧州（特に東欧

と北欧）のアメリカとの関係の重要性を高め

た。その結果，アメリカの対中戦略に欧州の協

力を得られやすい状況となった。例えば，ロシ

アと国境を接するバルト諸国や東欧諸国の一部

は中国と距離を置き，台湾支持に向かってい

る。リトアニアは 2021 年 11 月に，事実上の大

使館となる台湾の連絡事務所を開設したが，名

称を欧州に置く代表機関で初めて「台北」では

なく「台湾」の表記の採用を認めたため，中国

が反発して外交関係を格下げするという措置が

取られた17)。

ロシアに対抗する NATO（北大西洋条約機

構）を支えるアメリカの軍事力に対する欧州の

期待は，欧州諸国の台湾への接近を招くことに

なった。ウクライナのロシア侵攻への軍事的抵

抗を可能にしたのは，アメリカの開戦前からの

軍事援助，米軍によるウクライナ軍への訓練，

ロシア軍の作戦情報へのインテリジェンス協

力，サイバー領域での協力など，手厚いバック

アップだった。例えば，米マイクロソフト社は

ウクライナのサイバー防衛に協力しており，具

体的な内容は公表されていないが，ロシアのサ

イバー戦が不発に終わった可能性が高い18)。

実際，サリバン国家安全保障担当補佐官はロシ

ア軍のキーウ周辺での敗北を可能にしたのはア

メリカと欧州の支援した兵器であると公言して

いる19)。

アフガニスタンとイラクでの米軍の戦闘に疲

れて，内向き志向が高まっているアメリカの有

権者にとって，米軍の直接介入という重いコス

ト負担を避けて，アメリカ人の血を一滴も流す

ことなく，ロシアのウクライナ侵略に効果的に

抵抗していることは，アメリカの対ロ戦略を持

続的なものにしている。一方，ロシアがウクラ

イナでの莫大な軍事費用を，厳しい経済制裁下

で捻出して戦闘を継続させるためには，中国か

らの経済支援がカギとなり，中ロ接近とロシア

のジュニアパートナー化は避けられないはず

だ。

アメリカがロシアのウクライナ侵攻に対し

て，欧州の同盟国だけではなく，日本を筆頭に

アジアの同盟国とパートナー国との関係を強化

するのは，ロシアに対する制裁を効果的にする

だけでなく，台湾危機を睨み，中国に将来の軍

事侵攻のコストの高さを印象付けて，軍事力行

使のハードルを上げる狙いがあると思われる。

前述の「国家安全保障戦略」（NSS）では，ロ

シアのウクライナ侵攻で「中国やインド，日本

といったアジアの大国へのロシアの地位を著し

く低下させた」と言及し，北大西洋条約機構

（NATO），米英豪安全保障の枠組み「オーカ

ス」，日米豪印「クアッド」は「侵略抑止だけ

でなく，国際秩序を強化する互恵的な協力の基

盤だ」として，「アメリカや同盟・パートナー

国への攻撃や侵略を抑止し，外交や抑止に失敗

した場合に国家の戦争に勝利する準備をする」

と述べている。台湾については「台湾海峡の平

和と安定の維持に対する関心は不変であり，地

域と世界の安全と繁栄にとって重要だ」として

「いかなる一方的な現状変更にも反対し，台湾

の独立を支持しない」と訴える一方，「一つの

中国」政策を堅持し，台湾関係法に基づく台湾

の自衛力維持を支援すると記述された20)。

また，バイデン政権は，ロシアの侵攻前，開
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戦を思いとどまらせるために，ロシアの軍事作

戦についてのインテリジェンス情報の事前開示

も行い，ロシアの計画を暴露することで，ウク

ライナ侵攻のハードルを上げて阻止しようとし

た。このインテリジェンスの先制的な開示は，

残念ながらロシアの軍事侵攻の阻止には失敗し

たが，ロシアの軍事作戦に対して，それなりの

妨害効果はあったし，現在進行中のウクライナ

の軍事作戦においては，アメリカのインテリ

ジェンス協力がウクライナ軍に極めて大きな優

位性を与えていると考えられている21)。

今後，中国であれ，ロシアであれ，他の主権

国家を力によって侵略したり，既存の秩序を一

方的に武力で変更しようとする場合（台湾併合

もこれにあたる），侵略された側が本気で抵抗

する意思をみせるのであれば，アメリカとその

同盟国はその抵抗を支援していくという前例を

作り，侵略や武力行使のハードルを上げようと

いうのがアメリカの戦略だろう。実際，サリバ

ン大統領補佐官は，7 月 25 日付のアトラン

ティック誌上のインタビューで，ウクライナの

ロシアからの防衛に欧米が支援を強めているこ

とが，台湾の安全を保障しようという試みに寄

与する可能性を語っている。一方，中国がウク

ライナの教訓から，台湾への侵攻を思いとどま

るのではなく，別の巧妙なやり方を考えている

かもしれない，という懸念も示している22)。

ただし，アメリカの国力には限界があり，ア

メリカとその同盟国が核保有国との戦争になれ

ば，全面核戦争にエスカレートするリスクが高

まるため，あくまでも軍事介入は，同盟国だけ

にとどめるという姿勢は変えず，アメリカの直

接の軍事関与を限定し，国際秩序の維持のため

に同盟国とパートナー国の協力を得ることで，

より持続的なものにしようとも考えている。

おわりに：今後の世界秩序を左右する

台湾の安全保障

ロシアのウクライナ侵攻で再認識されたの

は，国連安全保障理事会は拒否権を持つ常任理

事国のロシアや中国が当事者の場合，まったく

機能しないということだ。また，ロシアへの制

裁に参加しない国家も多く，世界は「グローバ

ルサウス」と呼ばれるアメリカの同盟国の民主

主義国家以外の途上国の影響力が増しているの

が現実だ23)。しかも，もはやアメリカや欧州

が，そういう国たちの支持を強制できるような

力もないし，自発的に協力してくれるような魅

力も失われている。オースティン国防長官はシ

ンガポールでの演説で，アメリカは東南アジア

諸国に対して，中国かアメリカという選択を迫

るようなことはしないと率直に語っている24)。

ある意味では世界の国同士の関係はフラットに

なっており，第二次世界大戦直後あるいは冷戦

終結直後のパクス・アメリカーナ（アメリカの

力による平和）からは遠くなってきている。

そして，ウクライナでの戦争がどう終結する

のかは，その後の中国の台湾への軍事力行使の

ハードルの高さに影響する。アメリカが同盟国

とパートナー国とともに，中国の台湾への「軍

事的冒険主義」を抑止できるかどうかが，ウク

ライナ後の世界秩序の最大の課題となるのは間

違いない。
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